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TPPに参加
すべきか 

日本はもっと
開国すべきか 

２０年後の日本は 
どうあるべきか 
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日本 

アメリカ 

シンガポール 

台湾 

1人当たり実質GDP（購買力調整済み，アメリカ＝100） 

「復興」では日本経済は没落する 
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戦前のトレンド 

制度の大転換によって、 
復興を超えた飛躍的成長は可能 

出所：Angus Maddisonのウェブサイト 

戦後の日本の
経験 
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幕末の開国で
日本の成長率 
0.2％1.9% 

制度の大転換によって、 
復興を超えた飛躍的成長は可能 



経済成長の源泉 
＝「技術」進歩 

海外からの知識・
技術流入 
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国内の 
技術革新 

3人寄れば文殊の知恵 

グローバル化は成長を促進する 

世界とつながって、世界の知恵を取り込む
ことが成長のカギ 
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自国の生産性成長に対する貢献度 
Eaton & Kortum (1999)による推計 
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自国の研究開発 

他国の研究開発 

他国からの技術流入は無視できない 



輸出によって生産性は上昇する 
経済産業省『企業活動基本調査』 
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2000年に輸出を開始した企業の平均 

1995年から2007年まで一切輸出していない企業の平均 



企業のグローバル化は、 
外国技術の流入を促して生産性を拡大する 
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日本
企業 

外国 

輸出：2％上昇 
(Kimura & Kiyota, 2006) 

海外直接投資：2％上昇 
(Hijzen, Inui, & Todo, 2007) 

海外生産委託：0.6％上昇 
(Hijzen, Inui, & Todo, 2010) 

海外での研究開発： 
3％上昇 

(Todo & Shimizutani, 2008) 

対日研究開発投資：4％上昇 
(Todo, 2006) （数字は平均的効果） 
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日本経済のグローバル化は遅れている 

10 出典： World Development Indicators 

輸出／GDP（10％） 

対内直接投資／GDP（％） 

対外直接投資／GDP（％） 
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研究開発のグローバル化も遅れている 

円の大きさ＝各国の学術論文数 
線の太さ＝２国の共著者による論文数 
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出所：OECD (2010) 



しかし、日本では生産性が高いのに 
グローバル化していない企業が多数ある 
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国際化企業

臥龍企業（2000社） 

出所：若杉他（2008）（データは経済産業省『企業活動基本調査』2005年） 

（1）非グローバル企業 

（2）グローバル企業 
（輸出・海外投資企業） 
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日本企業 
（臥龍企業含む） 

 

米・豪・星
など 
先進国 
市場 

TPP 

輸出・投資 

新しい 
アイデア 

国内の他の企業 

情報・技術 

TPPによるつながりの強化 
日本の技術進歩・ 
        経済成長 

波及 



TPPのGDPに対する効果の試算 
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• 内閣府：3兆円増 
• 経済産業省：2020年に10兆円増 

これは貿易創出効果 
技術進歩に対する効果は 

含まれていない 

もし１人当たりGDP成長率が0.5％上昇すれば 
10年でGDPの累積増加額：100兆円 



被災地の復興のためにもTPPを 
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• 被災地にも臥龍企業はいる 
• 国内の輸出企業に部品を供給 
 海外に販路を拡大できるはず 

中国の見本市「広州交易会」に 
被災企業12社が出展 

福島県の林精器製造「震災で減った仕事を
自力で回復させるために出展した。 
海外販売のきっかけにしたい」 

2011年10月15日読売新聞 



20年後の日本のために今何をすべきか 
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国を閉じて 
発展した例はない 

国を開いて 

急速に成長した
例は多い 

日本は世界で勝負できる
臥龍がたくさんいる 

自信を持って 
国を開こうでは 
ありませんか 
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